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社会福祉学教育の授業

1．コア･カリキュラムを意識した教育の到達目標
福祉系大学は、福祉職の養成校として社会福祉士、精神保健福祉士などの社会福祉専門職のための

国家試験資格取得を目指したカリキュラムの編成が要請されている。しかし、社会福祉学教育の目的

は、単に資格取得に必要な知識や技術だけを習得することにあるのではない。社会福祉の現場におい

て、それらの知識や技術を統合しつつ、多様な状況に応じて柔軟に問題発見および解決することが可

能な人材を育成することが本来の目標といえよう。

そのような人材を育成するためには、国家試験の指定科目に加え、社会福祉の歴史や目的･価値･理

念、福祉行政制度やサービス等に関する科目の充実化を図るとともに、福祉を必要とする人それぞれ

に応じた適切な対応がとれるようコミュニケーション能力、相手の立場を理解する能力、職業倫理観

の醸成などの態度教育について、実習、グループ学習、プロブレム・ベースド・ラーニングなど学生

参加型授業を強化する必要がある。高齢者社会の進展する中、今後、社会福祉学教育の果たす役割は

益々増大することが予測される。それ故、知識・技術・対応力（態度）を統合したコア・カリキュラ

ムを国家レベルで検討することが喫緊に求められる。

2．教育現場での課題

（1）大人数教育から少人数教育への転換

多くの社会福祉系大学におけるコア科目においては、大教室において数百人規模の学生を対象とし

た講義が実施されている。一方的な知識の提供と知識の獲得を中心とした授業であり、学生が自ら考

える授業となっていない。そのため社会福祉専門職のコア教科でありながら、学生の興味･関心が薄

れているのが実態であり、大人数教育から少人数教育への改善が課題となっている。

（2）個々の授業に対する教員の理解不足

社会福祉専門職の国家試験受験資格取得のために、特別養護老人ホームや社会福祉協議会などへの

「現場実習」が必須となっており、特に、実習前教育が重要な位置を占めているため、多くの教員が

分担して実習前教育･実習先巡回を担当している。そのため、個々の授業の理念や目標設定の意思統

一が難しくなっている。

（3）教員に対する実習の現場研修

個々の教員が児童関連施設、障害児･者関連施設、高齢者関連施設、精神関連施設あるいは社会福祉協

議会など、全ての実習先の実情を教員が熟知しているケースは少ない。例えば、児童関連施設に実習に行

く学生の担当教員の専門が必ずしも児童関連でない場合や現場経験のない教員が担当することも多い。そ

のため、実習前教育に際して教員間の連携や教員に対する現場研修の実施が課題となっている。

（4）「現場実習」の実現

単なる実習体験でなく、大学と実習先との連携によって、実習による教育到達目標とその評価を目

的とした「現場実習」の実現が課題となっている。

（5）実習教育と他の教科とのバランス

現在、４週間の実習教育期間があるが、当然のことながらこの期間における他の教科の履修ができ

ないことが、カリキュラムの編成に大きな影響を与えている。今後、実習期間が大幅に拡大するよう

なことにでもなれば、本来目指すべき福祉学教育は実現できなくなるであろう。
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3．教育改善のための授業設計･開発･運営の方向性
（1）双方向授業による問題発見・解決能力の育成

教育改善のための授業設計としては、教員と学生の双方向の教育を可能とする少人数制のクラス編

成が望ましい。例えば、プロブレム・ベースド・ラーニングやワークショップなどの少人数制の授業

は、学生自ら問題発見・解決するための能力を養うことが期待できるが、現状の人的資源･環境整備

の状況では、実現が困難である場合が多く、特に、知識の伝達を主たる目的とした講義は大人数教室

において実施せざるを得ない。しかし、知識の伝達は、教室内のみならず教室外でも可能である。例

えば、授業前の予習において知識の伝達を徹底することにより、対面の講義では教員と学生間の双方

向型授業へと転換することが期待できる。学生は予習復習もせずに授業に出席するケースが多いので、

予習復習にはeラーニングを活用し、学生の学習履歴を成績に加味するなどの工夫が必要である。ま

た、eラーニングは個々の学生に対するきめの細かい指導を実現することも期待できる。

（2）授業科目連携による体系的教育の実現

応用力の習得には、各科目の断片的な知識だけではなく、それらを統合する能力が不可欠である。

一年生から四年生までの系統的な一貫教育が望ましいが、多くの大学ではそれが実現できていない。

実現には、教員間で授業内容を相互点検する必要がある。例えば、教員相互の授業参観、または授業

風景を録画したビデオを相互閲覧し、授業改善に向けた活発な議論がファカルティ・デベロップメン

トとして必要である。

（3）実習教育の改善

社会福祉教育においては、現場実習と実習前教育が重要な位置を占める。そのため、ＩＴ活用による

大学と実習先との遠隔授業の開発と運営、実習前の現場擬似体験（シュミレーション）による授業開発

と運営が期待される。例えば、特別養護老人ホームなど高齢者施設実習の実習前教育の授業で「食事」、

「排泄」、「入浴」などの介護場面の技術的な指導をあたかも現場で指導しているかのような実例にもと

づく授業、虐待のケースや不登校のケースなどを擬似体験できて、利用者の抱える問題点をアセスメン

ト、相談・助言できる能力を養成できるような授業が、設計･開発されることが期待される。

（4）エビデンスにもとづく教育

社会福祉学においても、科学的根拠にもとづく知識・技術・対応力が不可欠である。社会福祉の現

場では、児童関連施設、障害児･者関連施設、高齢者関連施設、精神関連施設など分野によって抱え

る問題は多様であるし、個々のクライアントが抱える問題を解決するための普遍的手法などあり得な

い。しかしながら、個々の問題を解決するための最善策を見出すためには、科学的根拠にもとづく論

理的思考力が不可欠である。それがベースとなって、はじめて個別的問題に対応するための応用力の

習得が適うと言っても過言ではない。

（5）ＰＤＣＡによる授業改善の導入

教育現場においても、授業計画（p l a n）、授業の実施（d o）、授業の評価（s e e）のサイクルで授業を

組み立て、効果のある科学的根拠にもとづく授業運営が必要である。特に、授業評価では、教員の授

業内容が適切であるか、社会福祉専門職の方からの意見を取り入れる仕組みとして、教材や実際の授

業を録画したビデオなどをW e b上に掲載する方法が考えられる。また、成績評価においても、定期試



験の結果のみで評価するのではなく、具体的な教育目標に到達できているか否かを、学生の進捗を確

認しながら形成的に評価することが必要である。大人数の授業でそれを行うことは困難であるが、e

ラーニングの活用により、これを補うことが期待できる。

4．ＩＴを活用した授業モデルの紹介

対人支援学習ソフトを活用した現場擬似体験授業

１．授業のねらい

この社会福祉援助技術現場実習指導の授業では、学生が必要な知識や支援技術を現場でタイミング

よく臨機応変に活用できることを目標としている。したがって、システムの学習内容も施設で生活す

る子どもの2 4時間（起床から就寝まで）を網羅し、実際の生活リズムに沿いながら連続的な没入がで

きるように構成されている。ここでは、児童福祉施設で実習予定のクラスにおける展開例を紹介する。

２．授業のシナリオ

授業は、３、４年生を対象とした選択必修科目で、２単位、一コマ9 0分1 5回開講され、授業規模は1 7名

である。ここではＩＴの活用を異にする二つの例を紹介する。一つは、授業期間中に教室内で行う同期型、

二つは、授業期間外で学生が実習を開始するまでの間、自宅等で行う補習という非同期型での例である。

授業の概要は表１の通りである。

３．ＩＴ活用の詳細

（1）授業の実際

①　同期型（教室）での活用例

②　非同期型（教室外）での活用例

学生が、システムに搭載されている

子どもの事例全てを学習し尽くそうと

すると、事例量からして、表１にある

２～３回程度の授業枠内で消化するこ

とはかなり難しい。そのため、学生が

集中できる時間帯にじっくり取り組ん

でもらえるよう、教室外での学習も可

能にした。学生は、放課後のO A演習

室や、インターネット環境が整ってい

る自宅等のパソコンを利用しながら、

授業期終了前後から実習が開始される

までの間、断続的に生じる学習の空白

期間を有効に活用していく（プレ実習

体験に相当）。
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―授業概要―

第１週　オリエンテーション（授業の進め方、評価等）

第２週　実習の疑問点に応える（心配事項に関するＱ＆Ａ）

第３週　母子生活支援施設とは（施設の沿革）

第４週　母子生活支援施設での支援内容と業務形態

第５週　実習内容の記録法について（実習ファイル配布）

第６週　実習課題／計画の作成方法について

第７週　実態調査に見る支援の現状と課題（母親編）

第８週　実態調査に見る支援の現状と課題（子ども編）

第９週　実態調査に見る支援の現状と課題（退所時編）

第1 0週　母子生活支援施設が目指す「自立」について

（自立支援計画の説明も含む）

第1 1週　実習計画案の最終チェック（全体指導）

第1 2週　子どもへの対人支援の実際（事例研究）

～対人支援学習ソフトによるe L学習①～

第1 3週　子どもへの対人支援の実際（事例研究）

～対人支援学習ソフトによるe L学習②～

（～第1 4週）

表1
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（2）対人支援学習ソフト

①　システムに搭載されている子どもの事例数は、現在3 2である。それぞれが一話完結のノベル型

事例になっている。一話の視聴時間は２～３分程度だが、その前後に盛り込まれた学習情報を含

めると、一教材の視聴時間は、最低でも７～８分を要する。

②　学習の中軸となる事例も、実習中に学生が遭遇する典型的な子どもとの関わりや子ども同士の

トラブルにもとづき作成されている。そのため、大小さまざまな事例は、W e b上の「仮想福祉現

場」に存在するいろいろな生活空間が舞台となっている。学生は、システムの活用でそうした事

例を効率よく擬似体験できるとともに、知識や支援技術の活用法を事例展開の脈絡に即して学ん

でいくことができる。

③　子どもと接する上で、一人ひとりの学生が抱える課題や不安に対し、教員がそれを十分に把握

し指導することは困難を極める。したがってシステムによる学習では、学生が主人公となり、メ

ニュー画面からその後の学習項目や進路を自由に決め、自習する方法をとっている。メニュー画

面から選択できる学習項目と課題は、図１に示す通りである。

図１　トップページにある複数の学習項目（左上）から、事例学習画面（右上）へ自由な入り込みが可能

事例学習で使用するアニメ等、コンテンツ開発者側での作成が難しい場合、それを専業とする者へ

依頼する選択肢がある。その際は画像著作権をめぐり契約を結ぶことが必要。

④　全ての学習画面は、実習者の私目線で構成されている。そのため学生は、自習中、常に子ども

と向き合い続ける緊張感を強いられ、傍観的学習ができにくい。さらに、自習途中にはいくつか

の確認事項が設定されている。

その一つが「学習確認テスト」である。学生は、現場での展開の速さに慣れておらず、そこ

（支援の実際）に巻き込まれ、事例視聴だけで呆然としてしまう場合が多い。入学者向けの「見

て」「ふれる」体験学習ならばそれでも良いが、実習直前という性格上やや物足りなさが残る。

そこで教材に「深める」学習を取り入れた。学生は、画面右上にある「学習確認テスト」ボタン

をクリックし、記されてある問題文と当該事例を刷り合わせることで見えてくる知識や技術の理

解度を試すことができる。

二つ目は、学習確認テスト実施後に設けられている「学習ポイントの確認」である（図２）。

これは、学習確認テストで問われた内容についてのより具体的な解説に相当する。
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三つ目は、「掲示板」の設置である（図３）。学生が事例学習するなかで気づいた事柄を、学生

同士のコミュニケーションや教員とのやりとりにあげていくことで、一人では気づけなかった視

点が得られるよう、「高める」学習の効果を期待し設定した。掲示板への書き込みは、「学習確認

テスト」を行い「学習ポイントの確認」も読み進めた学生だけができる仕組みになっている。さ

らに書き込みはハンドルネームで行い、学生が書き込む内容にためらいが生じないよう配慮した。

図2 学習ポイントの確認 図3 学習ポイントの確認

４．授業効果
システムを通じ、実習教育版eラーニングが実現できたことで、学習の時間帯や学習場所が広がり、

その結果、少しずつではあるが学習状況に変化が現われてきた。また、従来までの紙媒体中心の事例

学習では不可能であった言語的要素と非言語的要素を統合させたビジュアルな学習が可能になったこ

とで、さまざまな効果も見えてきた。それらを整理すると以下のようになる。

①　インターネット環境が整った自宅等のパソコンでも学習の継続ができることから、学習時間枠

が広がり、体験数が重要な意味をもつ実習教育の補習回数を増やすことができた（図４）。

図4 夏季休暇前半期の教材アクセス数と学生数（2 0 0 6 / 7 - 8月）

②　その場限りの実習体験も何度かそこに「とどまり」「繰り返す」ことが可能になったことで、

学生が援助の方法を多角的に掘り下げられるようになった。

③　従来、講義や紙媒体による説明では学べなかった表情、声の調子、態度といった登場人物がつ

くり出す非言語的要素や会話のテンポも、W e b上の「仮想福祉現場」で体感できることから、総
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合的な擬似体験が可能となった。

④　実習で求められる知識や援助技術が、事例のどのあたりでどのように必要とされるのか、言語

では説明しづらいそのタイミングを、ノベル型のナラテイブな字幕展開により、つかみやすくな

った。

⑤　掲示板を設けることで、学生が自分とは異なる考え方を吸収でき、必要な時期に教員からの助

言を得られるようになったことで、自らの援助観を涵養する機会を作り出すことが容易になった。

以上の５点は、あくまでシステム導入間もない現時点での効果であり、今後さらなる効果も現われ

てくると期待される。

［システムに対する学生の反応］―学生へのアンケート調査からの抜粋（2 0 0 6 / 7月）―

・空き時間に自由に学習できるのは良いと思った。 ・映像と音ですごくわかりやすかった。

・実際にはなかなか体験できない福祉施設の様子がよくわかり、身近に感じられた。

・実習に行ってから困るのではなく、さまざまなケースを想定した事前学習をする事で、どのような時

にどのような対処をすれば良いのか、知ることが出来ると思った。

・実際に子どもと触れ合っているような体験ができて良かった。

・一人ひとりが関心のある事例を学習（選択）できるのが良かった。

・W E B教材は教科書よりわかりやすく、シミュレーションのような感じで楽しみながら勉強ができると

思った。

・確認テストがあったり、意見交換ができたりですごく良い。

５．問題点・課題

本システムの開発により、学生が自主的に学習を行う仕組みはある程度整ったと考えられる。しか

し、学生がこの仕組みを通じて学習の質をふり返ろうとした場合、いくつかの問題点が残る。

具体的には、①学生が行った学習項目の把握（学習履歴機能の活用）、②学習項目の履歴から見え

てくる学習傾向の判定（学習評価機能の設定）、③学習傾向から見えてくる学習の不足部分を充填す

る個別指導の必要性（学習ナビゲート、チュータリング機能の設定）、さらには、④ ①～③のプロセ

スで学生が発する疑問に対する現場とのライブ・スーパービジョンの実施（福祉施設の施設長や実習

担当職員と学生との双方向コミュニケーションの場の確保）があげられる。

今後は、こうした機能を既存のシステム機能にうまく絡ませていくことで、対人支援学習ソフト－

児童編－を活用した授業運営がより効果を発揮できるものと考えられる。

また、システムを他大学の教員や学生、あるいは福祉現場と共同利用することで、担当教員にかか

る「掲示板」書き込みへの返信や個別指導の負担を軽減し、現場へのアクセスも継続的に確保するこ

とができるであろう。

いずれにせよ、システムの利用面・運用面でのこれら問題点を解決していくことが、学生がある程

度モチベーションを維持しながら学習を進めていく上での分岐点になっていくと考えられる。

W e b - C Tによるコミュニケーション技術体験授業

１．授業のねらい

このコミュニケーション技術体験授業は、コミュニケーションに関する基礎知識・技術の獲得と学

生による自分自身への気づきおよび課題発見を目標としている。適切な他者との関わり方とコミュニ
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ケーションの基礎技術を身に付けていくために、体験学習を「専門演習」の一部に組み込んだ。現場

実習や卒業研究に向けての準備やその後のキャリア支援のためにも欠くことのできない言語的・非言

語的コミュニケーションの基礎技術を各自の研究テーマと結びつけながら、Web CTの活用によって

実践的に学ぶ授業である。

２．授業のシナリオ

授業は、３・４年生を対象とした通年3 0回の必修科目、４単位で授業規模は1 3名である。以下に4

年生を対象とした第１回目の授業進行を紹介する。

授業のシナリオ（①ロールプレイ実施・撮影、"教材作成後の授業、の計２コマ分の授業）

＜目的＞

プレゼンテーション、ロールプレイによるコミュニケーションの基本技術の習得

＜学習のポイント＞

コミュニケーションには言語的・非言語的なアプローチがあり、それぞれにメッセージが存在する。学習者は

それらに敏感になりながら、目に見えない相互作用が生じていることに気づく。具体的なポイントは以下の通り。

（１）ロールプレイにより、実際に役割を演じながら、自分のコミュニケーションのパターンをふりかえるこ

とが自己覚知につながる。

（２）社会福祉の現場実習や就職活動で遭遇しうる生活場面面接や構造的な面接場面での自分のあり方をイメ

ージしながら、ロールプレイと反復訓練により基本的技術の修得をめざす。

（３）他者とコミュニケーションの場面や、やりとりの中で生まれた感情、気づきを共有することで、コミュ

ニケーションのあり方は多様であることを知る。

＜学習の流れ＞

（１）言語的・非言語的メッセージについてのポイント概説（講義）

（２）場面設定、状況説明

（３）5場面のロールプレイ実施（望ましくない例、望ましい例のVTR撮影）

①マイクを持たない形での発表　

②面接室での相談場面

③車椅子利用者の場合

④ベッドに寝ている利用者の場合

⑤食事介助などをしながらの相談場面

（４）演示直後のふりかえり（集団学習）

（ここまでで１コマ分の授業）

（５）編集映像での確認（個別学習・ロールプレイ担当学生による小集団学習）

①観察、自己覚知（個別学習）

（６）教員による講義（動画）および概念図・解説（静止画）によるまとめの一部視聴

①非言語的コミュニケーションと言語的コミュニケーションの違い

②個人・家族・重要な他者との相互作用

③観察の視点が定まらない状態

④観察対象の焦点化

⑤観察結果の伝達とフィードバック

⑥観察対象の拡大

収録された教材はあらかじめ登録されているパスワードを通して、学生がパソコンで視聴し、自己

観察、他者観察、相互観察の結果から、自己評価、他者評価、相互評価を実施する。また、撮影され

た時の写真も参考資料として閲覧しながら、表情、目線、しぐさなどを確認し、自己の言語的・非言

語的コミュニケーションのパターンや特徴について語り合う授業を展開した。双方向型のコミュニケ

ーションの方法を学ぶために、特に実習現場で必要とされるコミュニケーションの場面を想定した。
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各場面はこれまでのボランティア経験の中で戸惑った場面や、学生が役割を演じながら考えてみたい

とする場面である。また、スピーチにおいて陥りやすい場面を学生の過去の経験から設定し、望まし

くない例と望ましい例の２パターンを演じることを決定する。部屋の環境整備、レイアウトも学生が

行い本番の撮影に入る。撮影直後、円形にいすを配置し、それぞれの役割を演じた上での気づきにつ

いて教員をファシリテーターとし、自己評価、相互評価を行う。その場面のV T Rは事後学習および分

析資料として別途保管している。

３．ＩＴ活用の詳細
授業は、段階的に学生が参画することで、授業の電子教材化そのものが学生の学習プロセスとなっ

ている。すなわち、本教材の電子化以前に、プレゼンテーション入門「上手な話し方」というテーマ

で、各学生が初対面の地域住民

の前で一定時間、自らを語り、

それらを撮影することにより、

自己・他者・相互評価するとい

う機会を専門演習の中で経験し

ている。その次の試みとして本

学が三菱電機と共同開発した電

子教材作成ツールM m o a（モア）

を活用し、「ソーシャルワーカ

ーのためのコミュニケーション

技法～言語的・非言語的コミュ

ニケーション」（デモンストレ

ーション版）を作成した（図１、

図２）。

①　当日はコンピューター設

置の個室を数箇所備えた実

験教室を使用し、最初、学

生に対し、電子教材の内容

と使用方法についてデモン

ストレーションを行った。

②　 M m o aについて映像（動

画・静止画）、インデック

ス（索引）、テキスト（文

字）、U R L ( h t m lファイル)な

どの機能を説明した。次に、

教材内容であるスピーチ場

面、実習現場を想定した利

用者と実習生の関わりの場

面（車椅子の利用者との場

面、初回面接場面、利用者

図1

図2
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がベッドに寝ている場面、利用者がベッドで食事をしている場面）、教員による講義、講義資料、

フィードバックシート、などについて説明を加えた。また、学生によるロールプレイ場面に関

しては、それぞれの望ましい事例と望ましくない事例があること、動画と静止画を確認し、観

察すべきポイントを解説した。

③　１コマの授業の中で、各自がすべての内容を詳細に観察し、フィードバックシートに記入した

上で授業終了時に提出するには時間が足りないことから、「専門演習」でのプレゼンテーション

の評価にもとづき、各学生に対して、特にどの部分について着目し、シートを完成するのかとい

う点を伝えた。

④　その後、学生はそれぞれ、イヤホンを用いて学習に取り組み、教員は各学生の状況を見ながら、

個別的な質問に対応した。

⑤　授業終了2 0分前には各自が観察し、考察した点を簡単に発表し、授業終了時には記入したフィ

ードバックシートを教員のパソコンに送信するようにした。教材の中の教員による講義の主な部

分については次週までに各自で学習し、講義のまとめの提出を課題とした。2 0 0 6年度よりWeb 

C Tへの学外コンピューターからのアクセスが可能となったため、教材を学内でネット配信する

ことで自宅学習、授業の復習の機会は広がっている。電子教材を活用することで、現場実習や就

職活動の欠席者への学習補完や試験準備にも有用であるといえよう。

⑥　電子教材を活用した学習の結果の一つである学生のロールプレイの様子やフィードバックシー

トの内容を教員のみが評価するのではなく、プレゼンテーション指導に協力いただいた団体の役

員に視聴してもらうことにより、各学生のその後の能力の伸長に関し、第三者評価の機会を得た。

４．授業効果

（1）授業への主体的参加と取り組み

従来の紙媒体の授業に比べて、V T R、学生自身のロールプレイによる電子教材の作成と活用を通し

て、学生の主体性を引き出すことが可能となった。映像を通して、学生の観察と考察の結果が個人レ

ベルから、集団レベルへと共有され、授業の中で双方向型の学習環境を創り出すことができたのでは

ないかと考える。学生自身が演じることによって感じ、気づく「当事者性」と、学習者として観察す

る自己や他者の「客体化」が相互に行きかう経験をしたといえよう。この点は、知識・技術の修得以

上に、社会福祉専門職をめざす学生にとっては意味ある学習プロセスである。

（2）学習の利便性・連続性・反復性・補完性

メールでの提出を実施することにより、提出の遅れが少なくなった。教員にとっては受領確認が容

易になったと同時に、学生の学習履歴が把握できる。学生にとっても自宅からの課題送信が可能とな

り、自分のペースで繰り返し復習できる、ノートテイクやまとめの講義資料を印刷できるなど利便性

が高まったようである。

（3）現場実習や就職活動の事前準備としての擬似体験学習

実際に学生からは本授業を通して、実習先での利用者との対話、実習発表、就職面接においても

「緊張せずに臨めた」、「相手の表情や目を見ながら、自分の言いたいことを自分の言葉で落ち着いて

伝えることができるようになった」とあり、実習中の巡回訪問時の評価もよかったとの報告を得てい

る。
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５．問題点・課題

今回のコミュニケーション技術の修得という目的からすると、少人数でのインタラクティブな授業

の中での電子教材の活用が最も有効であろう。ただし、学習効果・成果を正しく評価するための方法

は未確立であり、教員のみならず、学生自身、当事者や家族、社会福祉専門職、地域住民などさまざ

まな視点からの評価システムを備えた電子教材の活用方法を模索する必要がある。

また、教材作成に費やした時間とエネルギーは当初の予想以上であり、教材構想を何とか具現化で

きたのは、情報教育研究センターによる技術的支援があったからである。今後は、教育目標・目的を

効果的に達成するための多様かつ簡便な教材作成ツールの開発がさらに進み、C P U技術が不十分であ

っても、志さえあれば果敢にＩＴ活用教育に挑戦できるようなシステム構築を期待したい。

ビデオ・オンデマンドを利用した福祉機器入門授業

１．授業のねらい

この福祉機器入門の授業は、用途や対象によ

る福祉機器の種類・特徴・機能・利用方法につ

いて理解し、機器の取り扱いができるように知

識を修得することを目的にしている。したがっ

て、例えば、福祉機器の取り扱い方など実物の

操作体験の学習に効果的な内容も含まれている。

ただし、実習授業とは異なり、多数の学生が同

時に受講する集合教育のため、講義時間内に体

験的学習を実施することは時間的制約により困

難である。そのため、教室講義で知識を得て完

結させることを目的とするのではなく、それに

加えて興味のある学生には、受講後であっても

実際に機器の操作体験や関連ホームページ閲覧

などの「自主学習」によって、講義内容をより

具体化して理解できるように配慮している点が

特徴である。

２．授業のシナリオ

授業は、２年生を対象とした前期に開講される選択科目であり、２単位で授業規模約1 2 0名である。

毎回、講義の冒頭では、その日のテーマの概略、学習のポイント等を明示し、パワーポイントを利用

して講義を進めていく。講義は、各講義によって多少の変動はあるが、４節程度のパートから構成す

る。最初のパートでは、問題提起や従前の一般的な考え方を解説し、その後のパートでは、具体的な

例示と説明を順に行っていく（表１）。この時、具体的な例示方法として、実際の機器の写真や操作

風景のV T Rなどを多く用いている。また、講義の内容上、明確な回答や結論というものを示すことが

できないため、考え方のポイントや遭遇しやすい問題点などをまとめとしている。講義の最後には、

その日のテーマに沿った、アンケート（質問によっては、講義の受講と並行して回答させるものもあ

る）や、受講後に簡単なコメント形式で回答できる設問を提出させることで、理解の程度を大まかに

テーマ　：　移動支援機器

学習のポイント：

本章では、主として下肢障害により歩行が困難な人が

使う福祉機器を紹介している。ひとまとめにされる機

器の中にも、用途や対象者でさまざまな種類があるこ

とを、以下のポイントからその要点を学んでほしい。

・ 車椅子の分類方法とそれぞれの特徴を理解する

・ 対象者に応じて適切な選択と利用方法を考える

・ 単なる移動手段以外としての車椅子の機能や役

割を知る

・ 杖や歩行器等の歩行支援機器の種類と特徴を理

解する

講義目次（章立て）：

２.１ 歩くことのサポート

２.２ 車椅子の分類

２.３ 車椅子における移動以外の機能

２.４ 車椅子以外の移動支援機器

表1 ある1回の講義の概略
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確認している。なお、講義で使用する教科書は、独自に作成したものであり、講義内容とは完全に対

応し、１回の講義で１章を順に行うので、学生の予習・復習も容易になっている。また、各回の講義

は、徐々に内容が深まるように構成しているので、順に受講することが望ましいが、基本的には、１

つのテーマが１回の講義で完結するようにまとめているので、欠席した講義があっても、次の講義に

は直接的な影響は生じないようになっている。

３．ＩＴ活用の詳細
自習支援を念頭においた講義であるため、

講義の進行はパワーポイントを中心にまとめ

てあるが、機器紹介の写真や操作方法例の

V T Rなどを多く取り入れるとともに、関連ホ

ームページや参考ホームページにもリンクを

張っている。そのため、興味分野の理解をよ

り具体化するための自習や、欠席補充として

の自習が必要な場合には、単にパワーポイン

ト資料やV T Rを貸し出して見せるだけでは内

容の理解にはつながらないこともある。しか

し、そのつど個別に質疑応答や解説を加えるのでは、学生・教員の双方にとって負担になりかねない。

そこで、教室講義を収録してのビデオ・オンデマンド（V O D）方式による教材作成（「E Zプレゼン

ター」を利用して収録）を行うことになるが、機器操作法の例示などのV T Rはスライド上には自動的

に録画されない。そこで、より鮮明に再生させるためには、講師映像部分の収録映像と該当V T Rを差

し替えての配信や、V T Rを別途配信（ストリーミング）する必要が生じるが、収録映像の編集の時間

的問題を考えると、画質の鮮明さの追及よりも速やかな公開が重要であると考え、講師映像を収録す

る際に投影スクリーンが全面に入るよう、カメラアングルの調整を行うことで対応した（図１）。

収録したV O D教材は、学内のV O Dサーバにて公開し、学生は個人I Dによる認証を行い、いつでも

視聴学習が可能になっている。その活用方法としては、下記の（２）の方式が今回のメインではある

が、それ以外にも利用できる。なお、（１）の方式は2 0 0 5年度から、（２）および（３）の方式は、

2 0 0 6年度から実施している。

（1）復習・欠席補充による個別視聴

実習時期が変則的になり学期期間中の実習や就職活動等の理由により、やむを得ず講義を欠席（公

欠）した学生へのフォローとして、該当講義をV O Dにて学習させる。受講の確認は、V O D配信シス

テムのアクセスログおよび簡単なレポート（内容のまとめ）によって行っている。

（2）実習・卒業研究における個別学習

社会福祉実習では、各学生の実習先により事前学習

する内容が異なることもある。また、卒業研究におい

ても、それぞれの学生が興味を持つことは異なり、個

別対応が必要な場合も多いが、このとき、講義を収録

したV O D教材を指定して個別視聴による学習を行わせ

る（図２）。

図1 VOD教材画面例

図2 個別学習イメージ

今日のゼミは、
それぞれ参考に
なるライブラリを
見て、その問題を
考えてみよう！

僕たちは同じ
テーマだから、
一緒に見よう



（3）対面・集合講義におけるV O D放映

事前に収録した講義内容（前年度に実施した講義の収録）を個別学習ではなく、講義時に教員の講

義に代えて放映することで、講義で学生全員を対象に説明する必要がなくなることから、教室内を巡

回指導することで個別指導が可能になる。

４．授業効果
（1）復習・欠席補充による個別視聴

V O D教材の視聴学習を薦めることで、基本的には教室講義に出席した学生と同一条件になる。分

かりにくい箇所や聞き逃した箇所を容易に反復視聴できるので、理解を高める効果があると考えられ

る。通常の対面講義では、授業についていくことが困難でノートをまとめ切れない箇所の確認や聴覚

障害を持つ学生（講義はノートテイクにより受講）の確認としても利用されている状況がわかった。

学生のコメントから「全く同じ講義が受講できて助かる」などがあった。

（2）実習・卒業研究における個別学習

ゼミ等で個別テーマの解

説を行うと、対象学生では

ない学生にとっては単なる

自習時間になってしまうが、

個別視聴による学習によっ

て基礎部分の解説が省略で

きる。また、学生自らの工

夫で、実際の操作をしなが

らの受講、V T Rの拡大画面

での視聴ができた。さらに

また、メモの取り方におい

ても、ノートに書き留める

方法や、ワープロソフトを

併用（起動）しメモをとる

方法も見られた（図３）。
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（A）ノートをとりながらの視聴 （B）講義の説明に沿った実際の機材操作

（C）収録映像画面の拡大表示（ビデオ再生時） （D）ワープロによるメモ

図3 VOD視聴による個別学習風景

（3）対面・集合講義におけるV O D放映

1 0 0人を超える大教室での講義時には学生個々との対

話（質疑応答等）を十分に確保できないが、この方式

を行う場合には、教員は教室内を巡回しながら質疑応

答等の対応が可能になった。

また、受講者数が少ない場合には、大教室での放映

ではなく、P C教室等を利用して各自での視聴を行う中

での巡回指導を試した（図４）。その際には学生自身が

ノートをとるタイミングにあわせV O Dの進捗をコント

ロール（一旦停止や巻き戻しなど）できた。
図4 個別学習イメージ
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５．問題点・課題

①　講義を収録しV O D配信を行うことは、初回講義および適宜アナウンス、掲示で周知しているが、

V O Dの利用数はかなり低い。学生が主体的にV O Dを視聴学習すること、相応の学習時間の確保

が求められるため、かなりの負担となり、学習意欲がないと利用しないと考えられる。

②　このようなV O D教材は、通信教育のように独学に近い状態で在宅にて学習を行うeラーニング

などにも利用されることや、教室講義（対面授業）を行う前の予習に利用する方法が考えられる。

その際、今回言及できなかった今後の課題として、評価システムがあげられる。実用的に考えた

際には、多肢択一式問題を含めた課題を採用して、採点を自動化し、レポート成績により次のス

テップに進級する可否決定などのシステムとの組み合わせも検討する必要もある。

③　これらの内容には得手・不得手があるが、障害者福祉分野をはじめとする社会福祉分野に限る

ことなく他の分野でも共通して適用できるものと考えられ、今後は多様な受講スタイルに対応で

きる教示方法の確立が今後の課題となってくるだろう。

5．ＩＴ活用に伴う課題

学生のニーズの多様化、少人数教育の実現、効果的な実習と実習前教育の実現、現場擬似体験授業

の実現、授業の連続性･再現性、授業効果の評価など教育現場での課題は山積している。限られた人

的資源の有効活用を図りながら、山積した課題を解決するために、ＩＴ活用が一つの有効な手段とな

りうる。今後のＩＴ活用に伴う課題を以下にあげる。

①　自習に利活用できるように教材の標準化

国試問題の自己採点や実習現場の疑似体験などのシミュレーションを学生が自学自習できるよ

うに教材を標準化する。

②　授業間の連携と情報の共有化

実習前ゼミなど多くの教員が担当する教科内容の意思統一や学生情報の共有化。

③　教員のＩＴ意識改革

福祉の教員のなかには、ＩＴで福祉の心や本質を教育することは不可能といったＩＴに関して

否定的または嫌悪的な感情をもつ者もおり、意識改革が必要。

④　教員のＩＴ知識･技術の強化

教員のＩＴリテラシーが不足している者が少なくなく、ＩＴ活用の有効性は理解されても、実

際に活用できる技術的な指導･支援が必要。

⑤　授業効果の評価方法の確立

経験に基づく福祉教育からエビデンスに基づく福祉教育に移行することが必要であり、そのた

めにＩＴが有効。

⑥　個人情報保護、セキュリティーの問題

学生や実習先施設の利用者の個人情報保護の方法など。

⑦　ＩＴ環境の整備に関わる財源の確保

既存の質が高く、出来のよい教育用ソフトが不足しているため、新たに開発する必要がある。

⑧　福祉現場と大学との連携

実習中の学生と大学教員との遠隔ＴＶ授業や実習先の現任者とリアルタイムに会議などを可能

にできるためのＩＴ化が必要。


